
 長野県立大学後町キャンパス象山寮管理運営業務委託仕様書 

 

 

この仕様書は、業務の大要を示すものであって、本仕様に示されていない事項であっても、委託者

（以下「甲」という。）が業務遂行上必要と認めた場合、受託者（以下「乙」という。）は速やかに契

約金額の範囲内で業務を実施するものとする。 

 

１ 業務内容 

長野県立大学後町キャンパス象山寮の管理運営に関する業務 

 

２ 履行場所 

長野市西後町614番地１号 長野県立大学後町キャンパス象山寮（建物名称） 

収容人数：定員320人（県立大学１、２年生及び県短期大学生を含む） 

 

３ 委託期間 

  2019年４月１日から2020年３月31日まで 

ただし、委託期間満了の３か月前までに委託者又は受託者が別段の意思表示を行わないときは、 

委託期間満了の日の翌日から起算して１年間なおその効力を有するものとし、その後は４回を限度

に同様とする。なお、上記の委託期間中、委託者又は受託者が自己の都合により、この契約を解除

しようとするときは、書面をもって６か月前までに相手方に通知するものとする。 

（１）業務日 

   業務日は年末年始（12月29日～１月３日）を除く日とする。 

（２）業務時間 

   業務時間は、７時から23時までとする。なお、業務時間の始期、終期及び休憩時間は、甲乙協

議して定めることとする。 

（３）その他 

   事件・事故等が発生した場合、その他緊急の事態に対しては、上記の業務日時以外においても 

対応（電話対応のほか直接対応を含む）し、必要な措置を講じること。 

 

４ 委託内容 

  委託内容は、以下のとおりとする。なお、業務の実施・対応に当たっては、甲との緊密な連携の

もと、円滑に業務を遂行するものとする。 

（１）寮生への対応業務 

  ア 寮生の生活全般に関する相談・指導 

  イ 寮生に係る日常的対応（門限管理（門限超過者への開錠対応・注意・指導を含む）、外泊届の

受理等） 

  ウ 寮生が共用で使用する事務機器に係る消耗品（紙・トナー等）の補充及び数量の管理 

  エ ＲＡ（レジデント・アシスタント）に対する相談・助言 

オ 健康管理、病気対応、急病時の病院付き添い等対応 

カ 入寮時対応（物品持込許可書の受理、荷物搬入時や施設利用上の指導・支援等） 

キ 退寮時対応（退寮届の受理、明渡し時の立会い（寮室内施設・設備確認）、鍵の受領等） 

ク 生活及び規則遵守指導 

（２）受付業務 

  ア 来訪者の対応全般（貸室業務対応（受付案内、使用後の確認）を含む） 

  イ ゲストルーム（予備室）の管理（来訪者への貸出予約管理やカードキーの貸出管理、リネン



の補給・管理を含む） 

  ウ 郵便物（退寮者の転送郵便物を含む）、小荷物等の受付・保管（必要に応じて個人別郵便受へ

の仕分け投函を行う場合がある。） 

  エ 掲示物の掲示 

  オ 拾得物の取扱い 

  カ 甲が発注する次の寮関係委託業務等への対応 

・朝食提供業者対応（朝食の予約管理・業者連絡、朝食準備・撤収時の対応、集金業務等） 

・清掃業者対応（甲が行う各種連絡調整の補助、必要に応じた立会い等） 

・機器保守管理業者対応（甲が行う各種連絡調整の補助、必要に応じた立会い等） 

・その他、甲が発注する寮関係委託業務等への対応 

（３）施設の見回り・点検業務 

  ア 鍵の管理 

  イ 建物及び諸設備の管理 

建物及び諸設備（冷暖房設備を含む）の日常点検等を行う。なお、管理事務室内の中央監視 

装置や同装置用ＰＣ等の日常点検等の取扱いについては、甲において別途指示する。 

  ウ 防犯及び防火のための定例的な施設見回り（夜間見回りは23時まで）、施錠、機械警備業務 

  エ 照明灯・外灯の点灯及び消灯 

  オ 照明器具の点検業務 

    照明器具の点灯不良については、甲が支給する管球で速やかに取り替える。点灯不良が管球 

に起因しない場合や取り替えに特殊な技術や工具を必要とする場合は大学に連絡する。 

  カ 管理人（補助員を含む）が行える小さな修理業務 

    材料及び特殊な技術や工具を必要とする場合は大学に連絡する。 

  キ その他緊急連絡 

（４）環境維持業務 

  ア 自転車置場の整理及び寮生への指導 

  イ 寮生のごみ出しの指導 

ウ 古新聞、古雑誌の整理 

  エ ごみ収集場所の整理、ごみ集積箱の清掃・管理 

  オ 寮内廃棄物の搬出 

  カ 敷地内及び隣接する道路等の軽微な草刈り、落葉収集、ごみ拾い、植栽への散水業務及び除

雪対応等 

（５）連絡調整業務 

  ア 甲（長野県立大学の学生寮を所管する部課署等）との連絡 

  イ ＲＡ（レジデント・アシスタント）、寮長及び各ユニットリーダーとの連絡 

  ウ 周辺地区の住民自治協議会からの連絡等の受付 

原則として窓口受付等の一次対応を基本とし、具体的な対応は甲において行う。 

  エ 備品、消耗品（学生等の用に供する消耗品）、修理（寮生退寮時の修繕を含む）等の請求 

（６）消防防災関係業務 

  ア 日常の火災等の予防、点検 

イ 緊急時の一次対応（避難・誘導等の初動期の安全確保、不審者対応及び学生サポートセンタ

ーへの報告を含む） 

ウ 甲が実施する避難訓練の補助 

エ 寮生の安否確認 

オ 広域災害時の周辺住民との連携・協働対応（一次対応） 

（７）その他の業務 



  ア 消耗品等の管理 

学生等の用に供する消耗品（トイレットペーパー、手洗い用液体洗剤を除く）の補充、交換 

及び管理を行うこととし、当該消耗品等の調達は乙において行い、適切な数量管理を行うこと。

なお、委託料月額には、当該消耗品に係る費用を含まないことから、乙において行った調達に

係る費用は甲において下記７及び８のとおり取扱うこととする。 

  イ 寮内行事等の開催支援 

  ウ その他、学生寮の管理運営に必要な業務全般 

（８）業務従事者不在時の補完措置の構築 

ア 上記委託内容の遂行に際し、下記５に基づき配置する本件業務の従事者がやむを得ず一時的

に不在となる場合の補完措置（一次対応）として、受託者の負担において、緊急通報システム

による機械警備業務（以下、「機械警備」という。）を構築し提供するものとする。 

イ 上記アに掲げる機械警備にあっては、不審者の侵入等差し迫った危険、体調の急変等の緊急

時に24時間体制にて受託者が通報を受け、速やかに事情を聴取し、甲（長野県立大学の学生寮

を所管する部課署等）への連絡、業務従事者への対応指示及び警備員の現場急行等の初動措置

を講ずるものとする。 

 

５ 業務の従事者等 

乙は、上記４に掲げる各業務の円滑な実施を担保するため、契約締結後速やかに、次に揚げる者

（以下「従事者等」という。）を選任するとともに、配置する従事者等の名簿（様式任意）を甲に提

出すること。従事者等を変更する場合についても同様とする。 

（１）配置する従事者等 

ア 管理人（管理責任者） 

イ 管理補助員（従たる管理者） 

（２）資格要件 

ア 管理人は、防火管理者資格を有する者（甲種防火管理講習課程修了者）とすること。 

イ 管理補助員は、管理人を補助する能力を有する者とすること。 

（３）配置人員 

 ア 管理人（管理責任者）は甲が設置する管理人室への住込み勤務を条件とし、１名以上配置す

ること（住込み用の居室については下記６（１）のとおり）。 

イ 管理補助員（従たる管理者）は通い勤務を前提とし、２名以上配置すること。 

（４）配置体制 

   業務遂行中は常時、管理補助員が管理事務室に常駐すること。ただし、管理補助員が一時的に

不在となる場合にあっては、管理人が対応すること。なお、23時から翌朝７時までの緊急対応は

原則、管理人が対応すること。（日曜日・祝日の緊急対応は管理補助員での対応も可とする。） 

 

平日（月～金） 
管理人    ７時から 23時まで断続勤務（実働 6.5時間） 

管理補助員  ８時 30分から 23時まで（実働 12.5時間）  ２名以上配置 

土曜日 
管理人    ７時から 23時まで断続勤務（実働 6.5時間） 

管理補助員  ９時から 18時まで（実働８時間） 

日曜日・祝日 管理補助員   ７時から 23時まで（実働 15時間）          ２名以上配置     

    

６ 貸与施設等 

（１）甲は、乙が行う管理運営業務（管理運営上の付帯的業務を含む）の円滑な遂行に資することを

目的に、管理人室（１階住込み用居室：１名想定：51.6㎡）を乙に無償で貸与する。また、乙の

受託業務遂行上、必要な光熱水費は、甲の負担とする。電気、水道及びガスの使用に当たっては

安全に留意し、効率と節約に十分配慮すること。なお、管理人が２名以上となる場合など別室が

必要な場合は甲乙間で協議の上、決定する。 



（２）甲は、乙が委託業務を遂行するに当たって、甲が必要と認める備品等物品（別記１）を、契約

開始時に乙に無償で貸与する。乙は、善良なる管理者の注意をもって提供物品を取り扱うものと

し、その責に帰すべき事由により貸与物品を滅失・損傷した場合には、甲に対して賠償の責を負

うものとする。 

 

７ 経費の負担区分 

  （別記２）のとおり。ただし、学生等の用に供する消耗品等（以下「消耗品等」という。）に係る

経費は甲において負担するが、消耗品等の調達は、乙において行うものとする。 

 

８ 業務報告 

（１）乙は、受託業務の遂行状況について、毎日、業務記録簿に必要事項を記載し、速やかに甲に報

告すること。 

（２）委託完了届は毎月提出するものとし、毎月の業務終了後、速やかに当月分の委託完了届を提出

すること。 

（３）上記の報告・提出様式及び報告方法は、甲と乙の協議により決定する。 

 

９ 学生寮建物図面等 

  甲において別途提示する図面等による。 

 

１０ その他 

（１）火災等非常事態が発生した場合は、寮内の学生の避難誘導等人命救助を優先し、適正な応急措

置を行うとともに、速やかに甲（長野県立大学の学生寮を所管する部課署等）（夜間にあっては甲

が別途指定する担当者の緊急連絡先）に連絡する。 

（２）学生寮に事故その他特別の事態が生じた場合は、速やかに甲に連絡しなければならない。 

（３）管理人は、常に寮内の学生と協調して学生寮の管理運営に当たるものとする。寮内の学生が相

談に来たときは、誠実に対応するものとする。 

（４）乙及び従事者等は、業務上知り得た秘密を第三者に漏らしてはならない。契約終了後も同様と

する。なお、個人情報の取扱いについては、長野県個人情報保護条例（平成３年３月14日条例第

２号）の規定及び「個人情報取扱特記事項」（別記３）を遵守すること。 

（５）本仕様書に定めのない事項については、その都度、甲乙間で協議の上、決定する。 

 

１１ 委託料等の支払 

委託料は、月額払いとし、乙は、当該月の履行が完了した後、適正な請求書を当該月の翌月10

日までに甲に提出するものとする。なお、乙において調達する消耗品等に要する経費は委託料に

含まれないため、当該消耗品等の調達が完了した後、適正な請求書を当該月の翌月10日までに、

別途、甲に提出するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別記１）貸与備品一覧表 

備品名 数量  設置場所 

ミーティングテーブル 1 台 管理人室（北棟1階） 

ミーティングチェア 2 脚 管理人室（北棟1階） 

洗濯乾燥機 1 台 管理人室（北棟1階） 

座卓（折りたたみテーブル） 1 台 管理人室（北棟1階） 

ＩＨ調理器（2口タイプ） 1 台 管理人室（北棟1階） 

電子レンジ 1 台 管理人室（北棟1階） 

冷蔵庫 1 台 管理人室（北棟1階） 

テレビ（32インチ） 1 台 管理人室（北棟1階） 

テレビ台 1 台 管理人室（北棟1階） 

食器棚（小型） 1 台 管理人室（北棟1階） 

掃除機（共同利用用） 1 台 倉庫（北棟1階） 

【貸与期間】2019年４月１日から2020年３月31日まで。 

【補足事項】上記貸与物品は予定であり、状況に応じて変更の可能性があること。 

なお、業務で使用する管理事務室には、中央監視装置や同装置用PC、サーバラック等 

が置かれているため、取扱いに注意すること。 

 

（別記２）経費の負担区分 

項 目 甲 乙 

備品購入 ○  

消耗品（学生等の用に供する消耗品） ○  

害虫駆除 ○  

光熱水費 ○  

電話・ＦＡＸ設費（電話機・ＦＡＸ機器費用を含む） ○  

通信費 ○  

管理人住居の費用及び光熱水費 ○  

人件費・法定福利費  ○ 

制服代・制服クリーニング費用  ○ 

健康診断費  ○ 

郵便料金  ○ 

パソコン購入費用（ネットワーク費用含む）  ○ 

事務用品（管理業務に必要な消耗品等を含む）  ○ 

損害保険料  ○ 

【補足事項】消耗品（学生等の用に供する消耗品）に係る経費は委託料に含まれない。 

       上記に記載のない項目がある場合は、甲乙間で協議の上、決定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別記３） 

個人情報取扱特記事項 

 

委託者（以下「甲」という。）と、受託者（以下「乙」という。）は、甲が乙に対して委託する長野

県立大学後町キャンパス象山寮管理運営業務（以下「本件業務」という。）を行う際に収集した個人情

報の取扱いに関して、次のとおり合意する。 

 

 

１ 乙は、本件業務の履行に関して知り得た個人情報を他に漏らしてはならない。本委託期間が終了

した後においても同様とする。 

 

２ 乙は、本件業務を行うために取り扱う個人情報を、本件業務の目的外に使用、又は第三者に提供

してはならない。 

 

３ 乙は、甲が承諾した場合を除き、本件業務を行うために、収集した個人情報の掲載された資料等

を、複製および複写してはならない。 

 

４ 乙は、乙からの書類による事前申し出により甲が承認した場合を除き、個人情報を取り扱う業務

を自らが行い、第三者にその取り扱いを委託してはならない。 

 なお、乙は、甲の書面による事前の承諾を得て、本件業務の一部又は全部を第三者に業務委託する

場合、乙は当該第三者に対して本契約における乙の義務と同様の義務を負わせることとする。 

 

５ 乙は、本件業務で取扱う個人情報に漏洩、滅失又は損傷等が発生し、乙の責に帰すべき事由があ

る場合には、直ちに甲に報告し、その指示に従わなくてはならない。 

 

６ 乙は、甲の指示があった場合、速やかに個人情報の掲載された資料等の全てを返還又は廃棄しな

ければならない。 

 

７ 甲は、必要があるときは乙の事務所に立ち入り、乙の業務を妨げない範囲において調査又は報告

を求めることができる。 

 

８ 本特記事項の有効期間は、業務委託契約の日から 2020年３月 31日までとする。 

但し、上記１及び６については、有効期間の満了及び契約の終了に関わらず、遵守しなければな

らない。 

 

９ 乙が本特記事項の各項に違反し、甲又はその他第三者との間で紛争が生じた場合には、乙の責任

において当該紛争を処理解決するものとする。また、紛争の処理に伴い甲が損害を被った場合は、

乙は損害実績を甲に賠償するものとする。 

 


